
川崎都市計画地区計画の決定（川崎市決定）

都市計画黒川実習農場地区地区計画を次のように決定する。

名   称 黒川実習農場地区地区計画  

位   置 川崎市麻生区黒川地内 

面   積 約１２．８ｈa  

地区計画の目標 

本地区は、川崎市北西部の黒川地区の市街化調整区域内にあり、小田急

多摩線はるひ野駅から南西約１.８ｋｍに位置している。 

本地区に整備される明治大学農学部の実習農場は、川崎市新総合計画

「川崎再生フロンティアプラン」や「川崎市都市計画マスタープラン麻生

区構想」において、農業を中心とした地域振興と市民に農環境とのふれあ

いを提供する場となる農業公園と連携する施設として、また、「川崎農業

振興地域整備計画」においては、「黒川地区農業公園づくり事業」の交流

拠点施設として位置づけられている。 

本地区において、地区計画を策定することにより、市街化調整区域の性

格の範囲内で、農業振興地域内における農業実習や研究等を行うにふさわ

しい機能と環境を創造するとともに、周辺の自然環境及び営農環境と調和

のとれた大学関連施設の誘導を図る。 

土 地 利 用 の 方 針 大学の農場における教育・実習の場であるとともに地域の農業発展に資

する施設として、「黒川地区農業公園づくり事業」の交流拠点施設にふさ

わしい土地利用の誘導を図る。 

また、実習農場としての機能を確保しながら、現存する森林の維持保全

に努め、周辺の自然環境や営農環境と調和した土地利用を図る。 

地区施設の整備の方針 本地区は、農業公園構想の中核を担う施設として、まとまった緑地を確

保し、その機能が損なわれないよう、地区施設の整備の方針を以下のよう

に定める。 

① 緑地１については、大学と地域の交流の場となるよう、その一部に周

辺の自然環境と調和した歩行者空間を整備し、緑地１へアクセスする

通路とあわせて、適切に維持保全を図る。 

② 緑地２及び緑地３については、大学の農業実習を兼ねて、里地里山景

観を構成する斜面緑地として適切な維持保全を図る。 

建築物等の整備の方針 大学施設にふさわしい、ゆとりとうるおいのある良好な実習環境の形成

と周辺の自然環境との調和を図るため、建築物等の用途の制限、建築物の

容積率の最高限度、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の敷地面積の最

低限度、建築物等の高さの最高限度、建築物等の形態又は色彩その他の意

匠の制限等について、必要な基準を定める。 

 建築物等の整備に当たっては、周辺の緑地や背景となる尾根の緑地等と

の調和を図り、農業公園の景観形成に資するものとする。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

緑 化 の 方 針 農業公園構想の中核施設としてふさわしい緑豊かで潤いある良好な環

境を形成するため、既存の樹林地の維持保全を行うことにより、区域面積

の４５パーセント以上の緑化を図る。また、既存の樹林地については、大

学の演習林として利用するとともに、適切な植生維持の管理運営をするこ

とにより、周辺の自然環境との調和を図る。 



「区域、地区施設の配置は計画図表示のとおり。」 

  

地 区 施 設 の 

配 置 及 び 規 模 

通 路 幅員 ８メートル、延長 約１１０メートル 

緑地１ 面積 約０.８ヘクタール 

緑地２ 面積 約１.０ヘクタール 

緑地３ 面積 約４.０ヘクタール 

建 築 物 等 の 

用 途 の 制 限 

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。  

１ 大学 

２ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物

３ 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の容積率 

の 最 高 限 度 
１０分の８ 

建築物の建ぺい率 

の 最 高 限 度 
１０分の４ 

建築物の敷地面積

の 最 低 限 度 

５０，０００平方メートル 

ただし、巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公

益上必要な建築物の敷地については、この限りでない。 

建築物等の高さの

最 高 限 度 

１ 建築物の高さ（地盤面からの高さによる。以下同じ。）は、１５メ

ートル以下とする。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反対側の境界線

又は隣地境界線までの真北方向の水平距離の１．２５倍に７．５メー

トルを加えたもの以下とする。 
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建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠 の 制 限 

１ 建築物等の外観に使用する色彩は、マンセル表色系（日本工業規格

に定める色の表示方法）で次の各号のいずれかに該当するものとする。

ただし、建築物等の外観の各面の面積のうち５分の１未満の面積で使

用する色彩又は表面に着色していない自然石、木材、土壁、ガラス等

の素材本来が持つ色彩については、この限りでない。

(1) 色相０ＹＲから４.９ＹＲの範囲であり、明度５以上９未満かつ彩
度２以下又は明度３以上５未満かつ彩度４以下

(2) 色相５.０ＹＲから９.９ＹＲの範囲であり、明度８以上９未満かつ
彩度２以下又は明度３以上８未満かつ彩度４以下

(3) 色相０Ｙから４.９Ｙの範囲であり、明度８以上９未満かつ彩度２
以下又は明度３以上８未満かつ彩度４以下

(4) 色相５.０Ｙから９.９Ｙの範囲であり、明度８以上９未満かつ彩度
１以下又は明度３以上８未満かつ彩度２以下

２ 屋外広告物（屋外広告物法(昭和２４年法律第１８９号)第２条第１項
に規定する屋外広告物をいう。）の設置に関する制限は、次に掲げると

おりとする。

(1) 建築物の上部を利用しないこと。
(2) 点滅する装置を使用しないこと。 



理 由 書

川崎都市計画地区計画の決定（黒川実習農場地区地区計画）

黒川地区は、川崎市新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」において、地域資源

を活かして都市農業及び地域の振興を図るとともに、市民の「農」とのふれあいの場を

提供することとしております。 

また、「都市計画マスタープラン」では、農業振興地域内の農業の活性化を図り、市

民と農業の交流や大学と地域の交流の場をめざして、黒川地区において、「農業公園」

づくりを進めることとしております。 

さらには、川崎市農業振興計画「かわさき「農」の新生プラン」において、農業公園

づくりは、黒川地区の地域資源を活かしながら、農業を中心とした地域振興と市民に農

環境とのふれあいを提供する場づくりを推進していくこととしており、特に、本地区は、

平成２０年３月に改訂された「川崎農業振興地域整備計画」において、交流拠点施設と

して位置づけられています。 

こうした上位計画を踏まえ、本案は、市街化調整区域の性格の範囲内で、農業振興地

域内における農業実習や研究等を行うにふさわしい機能と環境を創造し、周辺の自然環

境及び営農環境と調和のとれた大学関連施設の誘導を図ることを目的に、地区計画を決

定しようとするものです。

 


